
 

第４回 九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事業体と 

県営水道の統合協議会 
 
 

日 時：令和６年１月１９日(金)午後２時３０分から 

場 所：千葉県庁本庁舎５階 特別会議室 

（Web 開催） 
 
 

次     第 

１ あいさつ 

 

２ 議 題 

○議案第１号 九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事業体と県営水道の 

       統合協議会設置要綱の改正について 

○議案第２号 九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事業体と県営水道の 

統合に関する覚書の見直しについて 

○議案第３号 九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事業体と県営水道の 

         統合基本計画骨子素案の見直しについて 

 

３ その他 

 



議案第１号 

 

 

   九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事業体と県営水道の 

   統合協議会設置要綱の改正について 

 

 九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事業体と県営水道の統合協議会設置要綱に 

ついて、別紙のとおり改正することを提案する。 

 

 

 令和６年１月１９日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事業体と県営

水道の統合協議会設置要綱の一部を改正する要綱 

 

九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事業体と県営水道の統合協議会設

置要綱（令和４年４月１日施行）の一部を次のように改正する。 

 次の表により、改正前欄に掲げる規定の下線を付した部分（以下「下線部分」

という。）でこれに対応する改正後欄に掲げる規定の下線部分があるものは、 

これを当該改正後欄のように改め、改正後欄に掲げる規定の下線部分でこれに

対応する改正前欄に掲げる規定の下線部分がないものは、これを加える。 

改正前 改正後 

（協議事項） 

第４条 協議会は、次の各号に掲げる

事項について協議を行う。 

（１）統合に係る基本事項 

（２）統合基本計画の作成 

（３）前各号に掲げる事項の他、統合

に必要となる事項 

 

 

 

 

 

（協議事項） 

第４条 協議会は、九十九里地域・南房

総地域の水道用水供給事業体と県

営水道の統合に関する覚書（以下

「覚書」という。）による合意に基づ

き、次の各号に掲げる事項について

協議を行う。 

（１）統合に係る基本事項（覚書の見

直しを含む。） 

（２）統合基本計画の作成 

（３）前各号に掲げる事項の他、統合

に必要となる事項 

（会議） 

第６条 協議会は、必要に応じて会長

が招集し、議長は会長が務めるもの

とする。 

（新設） 

 

 

２ 委員は、やむを得ない事由で協議

会に出席できない場合には、代理の

者を出席させることができる。 

（新設） 

（会議） 

第６条 協議会は、必要に応じて会長

が招集し、議長は会長が務めるもの

とする。 

２ 会議の議事は、委員（出席できな

い委員がいる場合には、委員及び代

理の者）の全員の賛成で決する。 

３ 委員は、やむを得ない事由で協議

会に出席できない場合には、代理の

者を出席させることができる。 

４ 会長は、やむを得ない事由により

協議会を開催することが困難な場

合において、協議会への提案事項を

記載した書面を委員に送付し、全て

の委員が当該提案事項に書面又は

電磁的記録により同意の意思表示

を示したときは、当該提案事項を可

決する旨の協議会の議決があった

ものとみなす。 

附 則 
この要綱は、令和６年  月  日から施行する。 

議案第１号 別紙 



 

 九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事業体と 

  県営水道の統合協議会設置要綱 

 

（名称） 

第１条 本会は、九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事業体と県営水道の統合協議

会（以下「協議会」という。）と称する。 

 

（目的） 

第２条 協議会は、九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事業体と県営水道の統合（以

下「統合」という。）に向け、統合に係る事項を協議することを目的として設置する。 

 

（組織） 

第３条 協議会は、別表に掲げる委員をもって組織する。 

２ 協議会にオブザーバーを置くことができるものとする。 

 

（協議事項） 

第４条 協議会は、九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事業体と県営水道の統合に

関する覚書（以下「覚書」という。）による合意に基づき、次の各号に掲げる事項につい

て協議を行う。 

 （１）統合に係る基本事項（覚書の見直しを含む。） 

 （２）統合基本計画の作成 

 （３）前各号に掲げる事項の他、統合に必要となる事項 

 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に、会長及び副会長３人を置く。 

２ 会長は、千葉県知事の職にある者をもって充てる。 

３ 副会長は、千葉県企業局長、九十九里地域水道企業団企業長及び南房総広域水道企業

団企業長の職にある者をもって充てる。 

４ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が指名した副会長

が、その職務を代理する。 

  

（会議） 

第６条 協議会は、必要に応じて会長が招集し、議長は会長が務めるものとする。 

２ 会議の議事は、委員（出席できない委員がいる場合には、委員及び代理の者）の全員

の賛成で決する。 

３ 委員は、やむを得ない事由で協議会に出席できない場合には、代理の者を出席させる

ことができる。 

４ 会長は、やむを得ない事由により協議会を開催することが困難な場合において、協議

会への提案事項を記載した書面を委員に送付し、全ての委員が当該提案事項に書面又は

議案第１号（添付資料） 

改正溶け込み版 



 

電磁的記録により同意の意思表示を示したときは、当該提案事項を可決する旨の協議会

の議決があったものとみなす。 

 

（幹事会） 

第７条 協議会を補佐し、協議会への提案事項の協議調整を行うため、協議会に幹事会を

置く。 

 

（部会） 

第８条 幹事会を補佐し、幹事会への提案事項の協議調整を行うため、協議会に部会を置

く。 

２ 部会は、必要に応じ、専門的事項の検討を行うため、ワーキンググループを置くこと

ができる。 

 

（市町村等調整会議） 

第９条 幹事会への提案事項について、関係市町村等が協議調整を行うため、九十九里及

び南房総の各地域に市町村等調整会議を置く。 

  

（事務局） 

第１０条 協議会の事務を処理するため、千葉県総合企画部水政課に事務局を置く。ただ

し、市町村等調整会議については、その事務局を九十九里地域においては九十九里地域

水道企業団に、南房総地域においては南房総広域水道企業団に置くものとする。 

 

（雑則） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会議に諮り

別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年  月  日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表（第３条関係） 

団体名 役職名 備考 

千葉県 
知事 会長 

企業局長 副会長 

匝瑳市 市長  

東金市 市長  

山武市 市長  

大網白里市 市長  

茂原市 市長  

九十九里町 町長  

横芝光町 町長  

一宮町 町長  

睦沢町 町長  

長生村 村長  

白子町 町長  

長柄町 町長  

長南町 町長  

館山市 市長  

勝浦市 市長  

鴨川市 市長  

南房総市 市長  

いすみ市 市長  

大多喜町 町長  

御宿町 町長  

鋸南町 町長  

九十九里地域水道企業団 企業長 副会長 

南房総広域水道企業団 企業長 副会長 

 

 



議案第２号 

 

 

   九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事業体と県営水道の 

   統合に関する覚書の見直しについて 

 

 九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事業体と県営水道の統合に関する覚書に  

ついて、次のとおり提案する。 

 

 

 令和６年１月１９日 

 

 

１ 水道用水供給料金については、覚書第２条第１項の規定にかかわらず、統合後の一定 

期間は地域別料金制を導入し、その後に統一することも選択肢の一つとして検討する。 

 

２ 統合の時期については、覚書第７条の規定にかかわらず、令和８年４月を目途とする。 

 

３ 九十九里地域水道企業団及び南房総広域水道企業団の解散の時期については、覚書 

第８条の規定にかかわらず、令和８年３月を目途とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事業体と 

県営水道の統合に関する覚書（抜粋） 
 

（水道用水供給料金） 

第２条 九十九里地域・南房総地域の水道用水供給料金は、統合時において統一する 

こととする。 

２（略） 

３（略） 

４（略） 

 

（統合の時期） 

第７条 統合の時期は、令和７年４月を目途とする。 

 

（両企業団解散の時期） 

第８条 両企業団の解散の時期は、令和７年３月を目途とする。 

 

議案第２号（添付資料１） 







     

令和4年度 令和５年度 令和６年度

統合協議会における協議スケジュールについて

水 需 要
予   測

施設整備
計  画

（第１回統合協議会資料）

財政収支
計  画

基本計画

水道用水
供給料金

組織体制・
職員の身分

資産管理

県（一般会
計）及び市町
村の追加負担

認可申請

令和７年
４月

基本計画

認可申請

統合協議会における協議スケジュールについて

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
令和8年

４月

水 需 要
予   測

施設整備
計  画

財政収支
計  画

水道用水
供給料金

県（一般会
計）及び市町
村の追加負担

資産管理

組織体制・
職員の身分

（見直し後）

水需要予測作成
→ 基本計画反映

財政収支計画作成
→ 基本計画反映

組織体制・職員の身分
に関する検討

水道用水供給料金の検討

施設整備計画作成
→ 基本計画反映

国交付金
本 要 望

認
可
申
請
・
認
可
取
得

統

合

基
本

計

画

策

定

・

基

本

協

定

締

結

認可申請に向けた
事前準備
※随時、厚生労働省
に事前協議

認可申請書作成

統
合
・
事
業
開
始

固定資産管理、
未利用財産等の整理

県（一般会計）及び市町村の
追加負担に関する検討

基本計画作成作業

水需要予測作成
→ 基本計画反映

財政収支計画作成
→ 基本計画反映

組織体制・職員の身分
に関する検討

水道用水供給料金の検討

施設整備計画作成
→ 基本計画反映

国交付金
本 要 望

認
可
申
請
・
認
可
取
得

統

合

基
本

計

画

策

定

・

基

本

協

定

締

結

認可申請に
向けた事前準備
※随時、国交省
に事前協議

認可申請書作成

統
合
・
事
業
開
始

固定資産管理、
未利用財産等の整理

県（一般会計）及び市町村の
追加負担に関する検討

基本計画作成作業

議案第２号（添付資料３）

※各項目の内容は、順次統合協議会に諮りつつ、進めてまいります。



議案第３号 

 

 

   九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事業体と県営水道の 

   統合基本計画（骨子素案）の見直しについて 

 

 九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事業体と県営水道の統合基本計画（骨子素案）

について、次のとおり提案する。 

 

 

 令和６年１月１９日 

 

 

 九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事業体と県営水道の統合基本計画（骨子素案）

については、議案第２号による覚書の見直しに応じて修正するものとする。 

 

 

 

 

 

 



九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事業体と県営水道の統合基本計画(骨子素案)【修正後】

１．はじめに

（１）これまでの経緯
平成１９年２月に示された千葉県の有識者会議の「これからの千葉県内水道について[提言]」から、令和４年４月の「九十九里地域・南房総地域の水道用水

供給事業体と県営水道の統合協議会」設置に至る統合に向けた検討経緯を記載。
（２）計画の位置づけ

本計画は統合後の事業運営の指針となるものであり、本計画を踏まえて関係者間で統合の基本協定を締結し、千葉県企業局において水道用水供給事業の創設
事業認可を取得することを記載。

（３）計画策定の基本方針
①統合の時期

令和８年４月を目途とする。
②計画期間

令和８年度から令和２７年度までの２０年間とする。
③統合の形態

千葉県企業局は、水道事業、工業用水道事業及び造成土地管理事業に加え、九十九里地域の水道用水供給事業及び南房総地域の水道用水供給事業を事業統合
した水道用水供給事業を経営する。
なお、水道事業と水道用水供給事業は認可・会計を別とする。

２．九十九里地域水道企業団及び南房総広域水道企業団の
現状と課題

（１）概況
統合の主体となる両企業団の位置関係、構成市町村、末端給水事業体、

送水開始時期、計画一日最大送水量及び送水系統図等を記載。
（２）現状分析・評価、課題の整理

両企業団の現状について、（公社）日本水道協会が定めた水道事業
ガイドラインに示されている業務指標（ＰＩ）などを用い、分析・評価
を行った上で、課題を記載。

※水道事業ガイドラインに示されている業務指標（ＰＩ）の主な項目
施設利用率（一日平均送水量／施設能力）
最大稼働率（一日最大送水量／施設能力）
法定耐用年数超過管路率（法定耐用年数を超過した管路延長／管路延長）
基幹管路の耐震管率（耐震管の管路延長／管路延長）
経常収支比率（(営業収益＋営業外収益)／(営業費用＋営業外費用)）
料金回収率（供給単価／給水原価）
供給単価（給水収益／有収水量）
給水原価（経常費用（長期前受金戻入等控除）／有収水量）

３．水需要予測

（１）末端給水事業体における水需要予測
九十九里地域、夷隅地域、安房地域における末端給水事業体の水需要

予測結果を記載。
（２）水道用水供給事業における水需要予測

（１）を基にした水道用水供給事業としての一日最大送水量、一日平均
送水量等の予測結果を記載。

４．施設整備計画

（１）基本的な考え方
安定供給の継続を前提とし、将来の水需要を見据えた水道用水供給事業

としての適正な施設規模等に配慮した計画とする。
（２）事業概要

事業費の圧縮に努めるとともに国交付金を最大限活用した上で、計画
期間内における事業量の平準化も考慮した計画とし、総事業費及び事業
ごとの概要を記載。

☞ 計画作成に当たっての留意事項
施設の老朽度・重要度を加味した優先度や耐震化の状況を勘案の

うえ過剰投資を回避し、保全による長寿命化にも留意する。

議案第３号（添付資料）



九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事業体と県営水道の統合基本計画(骨子素案)

５．管理体制

（１）組織体制
水道用水供給事業を運営するに当たっての組織体制（案）を記載。

（２）維持管理体制
浄水場等の運転管理・保守点検業務、水質検査等を行うに当たり、

現状の維持管理体制を踏まえ、統合時における直営・委託の範囲を整理し、
維持管理体制（案）を記載。

（３）危機管理体制
危機事案ごとの現状の体制等を整理したうえで、危機管理マニュアルの

整備等、統合後の危機管理体制を記載。

６．財政収支計画

（１）基本的な考え方
「4.施設整備計画」や「5.管理体制」を踏まえた適正な財政収支計画

とする。
（２）水道用水供給料金

将来の更新需要や収支等を踏まえた適正な水準とする。
統合効果額、市町村水道総合対策事業補助金の振替、県（一般会計）

及び市町村の追加負担を財源とし、計画期間中の水道用水供給事業の
経営の持続性を考慮の上、料金の引下げを行う。

（３）財政収支シミュレーション
財政収支計画作成に当たっての試算条件を設定し、収支の状況、資金

残高の推移等を記載。
（４）統合効果

計画期間中における統合効果を記載。

７．まとめ

上記２～６を踏まえ、統合に伴い改善される課題、統合のメリット
及び水道用水供給事業発足にあたっての留意事項等を記載。

８．スケジュール

令和４年度 九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事業体と
県営水道の統合協議会 設置

令和６年度 統合基本計画 策定
統合基本協定 締結

令和７年度 企業団の解散・財産処分（市町村議会）
水道用水供給事業の新設（県議会）
創設事業認可の申請・取得

令和８年度
４月目途 千葉県企業局 水道用水供給事業開始

☞ 体制整備に当たっての留意事項
施設整備計画の実行性や危機管理について留意する。

☞ 計画作成に当たっての留意事項
水道用水供給料金の決定に当たっては、水道用水供給事業の経営と

末端給水事業体への効果について留意する。




